






































カンボジア・エコツアー 2016
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楽しく学ぼう
紫外線が当たると色が変わるビーズを使ってスト

ラップをつくりました。外に出てビーズの色がすぐに
変わることを見て環境について考えてもらいました。

輪を広げるために
子どもたちから大人たちへ。現地の大人たちが環
境の先生となっていけるよう、シェムリアップ州教育
スポーツ局、現地政府機関のアプサラ機構スタッフ、
現地博物館スタッフ、上智大学アジア人材養成研究
センターの方々にもご協力いただきました。

成果を発表
2016年11月に子どもたちに出した宿題の成果発
表会を2017年 3月に実施しました。環境教育の対
象の 5、6年生は各学年 3～ 4チームに分かれ、そ
れぞれ自分たちの周りの環境問題を認識し、PDCA
を 2回まわして問題解決に向けた活動を行いまし
た。結果的に全チームともゴミ問題を主体とした活
動となりましたが、担任の先生から「生徒が協力し
合い、習慣を変え、ゴミを捨てなくなった」、「生徒
同士で意見交換をし、先生にも相談をしながら改善
を進めた」、「生徒が自分の行動に責任を持つように
なった」などとともに、「JQAに環境活動の指導を
していただき感謝しています」とのコメントをいだ
たきました。

子どもたちが普段から
環境を意識できるように

　「環境」について一緒に勉強した後、チームごとに
身近な環境問題について考え、3ヵ月間PDCAサイク
ルを回してもらう宿題を出しました。

学校の先生にも
協力していただきました

環境教育の指導ポイントなどを説明し、授業の中
に取り込んでいただくとともに子どもたちの宿題を
フォローしてもらえるようにしました。

JQAが目指す環境活動
子どもたち一人ひとりが、自分の周りの環境問題に気付き、
個々の力で問題解決ができるようになること、
そして、この活動や考え方が、この地域に根付くことを目指します。

カンボジア子ども環境教育は、国連が
掲げている17のSDGs目標のうち次
の目標に関係し、子どもたちが住む地
域の改善につながると考えています。

子どもたちから大人たちへ
観光客から世界へ
環境問題を認識し解決する
意識の輪を広げたい
カンボジアのアンコール遺跡群がユネスコの世界遺産

に登録されて以降、世界中からの観光客が年々増加し、
遺跡周辺地域では環境の悪化が問題となり始めました。
遺跡群の管理をしている現地政府機関（アプサラ機構）

は、「環境・文化・地域」が調和する永続的な発展が可能な地域づくりを目指し、2006年3月に ISO 14001

の認証をJQAより取得し、環境を守りながらアンコール地域の開発・発展を推進しています。
JQAでは、ISO認証機関として審査・認証を行うだけではなく、現地で観光業者を対象とした「ISO 

14001環境マネジメントセミナー」や小中学生に対する環境の授業を行うなど、アンコール地域の環境保
全をサポートしてきました。しかし、環境保全に不可欠である地域住民の環境意識はまだ十分とは言えま
せん。そこでJQAは、2011年より「カンボジア・エコツアー」として、ボランティアの有志職員とともに、
現地の子どもたちへの環境教育を実施し、地域住民の環境意識の向上をサポートしています。

昨日の行動を思い出してみよう！
その行動は環境に良いこと？ 悪いこと？

Plan
環境を守るために
自分の目標を
立てましょう！

Action
振り返った結果から
次に何を改善するか
を考えましょう！

Do
実行して
みましょう！

Check
ちゃんとできたか
どうか振り返って
みましょう！

PDCAサイクルは ISO 14001の基礎です。

「日カンボジア絆増進事業」のロゴマーク
カンボジアにおけるJQAの環境教育活動が認められ、2014年より在カンボジア王国日本大使館に登録されています
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品　質　方　針
わたしたちは、機構の基本理念に基づき、以下のとおり品質方針を定め、全員参加で品質管理活動に取組みます。
１．顧客のニーズ、社会の期待を的確に把握し、質の高い認証等のサービスを迅速に提供します。
２．試験・検査・認証等のプロセスの公平性及び透明性を確保するとともに、技術・技能の向上を図り、 
技術革新に対応した人材の育成に努めます。

３．コンプライアンスの精神に基づき、業務を公明正大かつ誠実に行います。
４．品質マネジメントシステムの確立・推進・維持に努め、その有効性を継続的に改善し、総合力を発揮した
サービス提供に努めます。

本方針を全員に周知します。

品質マネジメントシステムを
確立しています

JQAは、認証機関・試験機関として事業に応じて適用さ
れる国際規格に基づき、事業部門ごとに品質マネジメント
システムを確立しています。

ISO/IEC 17021
適合性評価－マネジメントシステムの審査
及び認証を行う機関に対する要求事項

マネジメントシステム部門
総合製品安全部門

ISO/IEC 17025
試験所及び校正機関の能力に関する

一般要求事項

総合製品安全部門
計量計測部門
機械部門

ISO/IEC 17020
適合性評価－検査を実施する

各種機関の運営に関する要求事項

総合製品安全部門
機械部門

ISO/IEC 17065
適合性評価－製品、プロセス及びサービスの

認証を行う機関に対する要求事項

総合製品安全部門
JIS認証事業部
認証制度開発普及室

ISO 14065
温室効果ガス－認定又は他の承認形式で使用
するための温室効果ガスに関する妥当性確認
及び検証を行う機関に対する要求事項

地球環境事業部

●品質マネジメントシステム規格と事業部門※●品質マネジメントシステム規格と事業部門※

技術力の維持・向上を
図っています

≫ ISO 審査員の力量強化
全審査員を対象に、審査の公平性や審査技術の向上を目

的とした審査員会議を年2回開催しています。また、品質や
環境はもとより、自動車や食品といった規格ごとの研修・
勉強会も定期的に行っています。これに加えて、お客さま
からの審査後アンケートや審査報告書内容、審査員の相互
評価結果などを基に、審査員の力量評価や教育・訓練の実
施、優良審査員の表彰を行っています。

≫ ISO 審査員向け、環境審査の技術力強化
2016年度は、前年度に引き続き「目からうろこの環境法」

と題する ISO審査員向けの講座を年間4回開催するととも
に、新たに「地方自治体の環境条例」講座も年4回開催し、
環境法改定動向についての知識の強化を図っています。ま
た、ISO 14001の2015年版の発行を受け、ビジネスに直
結したEMSの構築・運用につながる審査のあり方の検討
を行っています。さらに支部では、支部勉強会を通じて、環
境関連技術の調査や知識の共有化を図るなど、環境審査の
技術力を強化しています。

≫各種委員会への参画
国内外の技術委員会への参画、国や業界団体が主催する
委員会における各種規格の原案作成・改定・国際整合性、
各種製品に関する調査、認証制度に関する検討などを通じ
て最新の情報を習得するとともに、知識や経験を蓄積して
います。

≫講師としての派遣
JQAの技術者は、JQAが主催する技術セミナーだけでは

なく、海外提携機関や業界団体に対するトレーニングや業
界団体が実施する各種セミナーなどにおける講師としても
派遣されています。講師の役割を通じ、一層技術力を磨い
ています。

JQAは認証・試験などを
実施する機関としての
認定を受けて登録されています

JQAは、自らの品質マネジメントシステムが、試験機関・
認証機関に適用される品質マネジメントシステム規格に 
適合しているかどうかを、国や国内外の認定機関によって審
査され、認証機関・試験機関としての認定を受けて登録さ

れています。これにより、JQAの実施する試験・認証などが、
これらの国際規格に適合していることが証明されます。

内部品質監査を
実施しています

事業部門の試験・審査・認証などの事業活動やサービス
が、品質マネジメントシステム規格などの要求事項に適合
しているか、またシステムが有効かどうかを確認するため、
内部品質監査を実施しています。さらに、内部監査を実施
する監査員の研修も毎年東京と大阪で行い、監査力量の維
持・向上を図っています。

信頼性

顧客ニーズに沿ったサービスの
提供に努めています

規格の改定情報の提供
ISOや JIS規格、また、電気用品安全法などの製品に適
用されている技術基準は、定期的な見直しにより、または
社会の状況に応じて改定されます。これらが改定された場
合、組織は、各規格・基準に基づき現在認証を受けている、
または今後認証を受けようとするマネジメントシステムや
製品について、改定規格・基準に適合するよう対応しなけ
ればなりません。

JQAでは、これらの改定状況をご案内するほか、改定内
容を説明する場として説明会を開催しています。

≫セクター規格の改定
ISO 9001の2015年版発行に伴って、ISO 9001をベー
ス規格とする自動車（IATF 16949）、航空宇宙（JIS Q 
9100）、電気通信（TL 9000）の業界規格の改定版が発行さ
れました。JQAは、セミナーやホームページにてこれらの
規格の改定に関する情報提供に努めています。

≫ JIS規格の改定説明会

≫電気用品安全法技術基準の改定説明会

クラウドを利用した情報提供

≫計測器管理システム  MiX
MiXは、JQAが提供するクラウドを利用した計測器管理

システムです。計測器ごとに校正周期を設定でき、設定した
時期が近づくとその旨をメールでご連絡しますので、お客さ
まは校正の出し忘れを防ぐことができます。また、校正証明
書のWeb閲覧も可能です。

≫電気・電子製品などの認証取得状況
電気・電子製品などの認証取得状況のクラウドでの公開を

スタートしました。顧客側の担当者に変更があった場合でも、
自社の製品などの認証取得状況が分かります。

顧客
満足

顧客
満足

信頼性

認証等
の品質

※ 事業部門が実施している事業のうち一部（認証事業でないものなど）は除く

品質管理体制
JQAでは、公平性および透明性と信頼性のある認証など

の実施を確保するため、各事業部門で品質マネジメントシ
ステム※1を確立しています。各事業部門でのPDCAサイク
ル※2を踏まえ、JQA全体のPDCAサイクルを回すことで、
品質マネジメントシステムの継続的改善につなげています。
※1. 品質マネジメントシステム：ISO/IEC 17020、17021、17025、17065、

ISO 14065など、事業部門の業務に応じて適用される基準（国際規格）に
適合した仕組みを確立・実施・維持すること。

※2. PDCAサイクル：Plan-Do-Check-Action → Plan-Do-Check-Action 
のサイクル。マネジメントシステムでは、このサイクルを基本として活動
し、継続的な改善を目指す。

事業部門
（品質マネジメントシステム）

総括評価

品質管理委員会

理事長

品質会議

内部品質監査

Plan Do

Action Check
目標の達成状況を

確認する

改善する

改善指示

品質方針の設定

実行する

目標を達成するため
の計画を立てる

目標達成
に向けた
活動

●国や認定機関と試験・認証機関の関係の概略図

組織のマネジメントシステム 製  品 環 境

認定・登録
（シンボルマーク）

評価・認証
（証明書・
 認定マークなど）

試験・認証機関に適用されている国際
規格（ISO/IEC 17021など）への適合

ISO 9001、JIS規格、製品に適用されて 
いる基準（電気用品安全法など）への適合

国／認定機関（国内・海外）

JQA（試験・認証機関）

品質への取り組み 品質への取り組み

2016年度内部品質監査員研修の様子

JQAの最大の使命は、社会の期待に応える試験・認証などのサービス、ひいては「信頼」を提供すること
であり、「信頼性」・「認証などの品質」・「顧客満足」が、JQAの事業活動における品質管理の中心であると考
えています。この考えに基づいた品質方針を定め、品質マネジメントシステムを確立して業務を運営するこ
とにより、「信頼性」・「認証などの品質」・「顧客満足」の向上に努めています。

信頼性・認証などの品質・顧客満足の向上のために
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新卒採用
≫新入職員チューター制度
新入職員がスムーズに組織の一員となり、最大限に能力

が発揮できるよう新入職員チューターを選任し、仕事におけ
る悩みなどを気軽に相談できる体制を構築しています。

キャリア採用
マネジメントシステム審査員をはじめ、キャリア採用を積
極的に行っています。企業で培った知識と経験を活かしたい
と考える方にとって、我が国社会はもとより幅広い業種や企
業へ貢献できるライフワークとしての選択肢となっていま
す。また、有期雇用から無期雇用への転換など、長期間働け
る環境づくりにも取り組んでいます。

障がい者雇用
JQAでは、各事業所において障がいの内容や程度を考慮

して、安全で働きやすい職場環境の整備を進めることで、障
がいを持つ職員が健常者と同じ職場で就業しています。
積極的に障がい者雇用に努め、法定雇用率（2.0％）を達成

しています。

各階層への昇格時や業務の遂行および職員の能力向上に
必要な知識と技術を修得させるときに研修を実施して、積極
的な能力開発を行っています。

階層別研修
昇格者や各階層の職員を対象として、充実した研修メニュー

を展開しています。
•新入職員研修 •勤続3年研修 •主任研修
•副主査研修 •主査研修 •新任管理職研修
•マネジメント研修 •中途採用研修 •階層別通信教育

自己啓発の推進
職員自ら積極的に学ぶ機会を用意しています。

≫自己啓発通信教育制度
250以上の通信教育講座から自由に選択して受講できます。

また、講座を修了すると受講費用の半額を補助しています。

≫会員制研修機関の活用
若手職員の基本的なビジネススキルの育成をはじめ、

120テーマ以上のセミナーを自由に選択でき、何度でも受
講できます。

≫ TOEIC試験の実施
職員の英語力の向上を図るため、職場単位のチームで

TOEICのスコアを競う「TOEIC Challenge Cup」を開催
しています。ハイスコア獲得者とスコア向上者には、金一
封を贈呈しています。

資格取得報奨制度
業務上有効な資格を取得した職員に報奨金を支給して

います。

グローバル人材育成
海外で活躍する人材育成を目的として、さまざまな研修
への参画・実施をしています。

≫次世代標準化人材養成プログラム （ヤンプロ・ジャパン）
国際標準化戦略を推進する若手人材の育成を目的として、
経済産業省が実施した研修に参加しています。2014年の
IEC東京大会のヤンプロワークショップにおいて、JQAの
職員が日本人初のヤンプロリーダーとして選出されました。

≫海外ビジネス実地研修
海外で活動するための基礎を身につけることを目的に、

2013年度から始まったJQA独自の研修です。
海外ビジネスについて実地研修するとともに、セミナー

開催支援、日系企業とのネットワーク構築、現地政府・認証
機関との関係構築、市場動向の調査などを行います。

≫海外インターンシップ
企業の海外展開や国際即戦力人材の育成を目的とした
経済産業省が実施する「国際即戦力育成インターンシップ
事業」に職員を派遣しています。

定年退職者の再雇用
≫再雇用制度
定年退職者のうち、退職後も引き続き勤務を希望する場
合は、健康上の問題がないなどの条件を満たすことにより、
最長で65歳まで働くことができます。

≫ライフプランセミナー
定年後の人生設計およびその準備に役立つ知識や情報な

どを提供する場として、毎年開催しています。

インターンシップ
学生の就業・キャリア形成の支援を目的として、インター

ンシップの受け入れによる就業体験の機会を提供してい
ます。電気・電子製品の電気安全試験や測定器の校正など
JQAならではの業務を通じた、ものづくりにおける電気安
全の考え方や測定器の重要性などが体験できる内容となっ
ています。

雇 用 人材育成

JQAにとって職員は大切な財産です。職員一人ひとりが生き生きと働き、仕事に対するやりがいを持てる
ように、最大限の能力を発揮できる場を提供し、各個人の自己実現を支援していきます。

人員数（2017年3月末時点）

男性 女性 合計 割合
職員 457名 116名 573名 66％

嘱託など 171名 49名 220名 25％
臨時雇員 48名 34名 82名 9％
合計 676名 199名 875名 100％

管理職の人数（2017年3月末時点）

男性 女性 合計
組織長 106名 3名 109名

採用年度 男性 女性 合計
2014年度 11名 1名 12名

2015年度 8名 1名 9名

2016年度 12名 5名 17名

新卒採用者数

キャリア採用者数
採用年度 男性 女性 合計

2014年度 32名 6名 38名

2015年度 31名 6名 37名

2016年度 11名 7名 18名

新卒採用者の3年以内の離職者1名

退職者数（2016年度）

男性 女性 合計
職員 2名 2名 4名

障がい者雇用率（各年6月1日現在、障害者雇用状況報告書報告値）

2014年度 2015年度 2016年度
雇用率 2.18％ 2.04％ 2.52％

インターンシップ受入者数
年 度 受入者数

2014年度 20名

2015年度 5名

2016年度 22名

60歳以上の勤務者数（2017年3月末時点）

合計
60歳以上 157名

※希望者に対する再雇用者数の割合

定年退職者の再雇用者数
年度 再雇用者数 再雇用率※

2014年度 75名 100％
2015年度 56名 100％
2016年度 50名 100％

年 度 受験者数
2014年度 56名

2015年度 45名

2016年度 44名

TOEIC試験受験者数

年 度 受講者数（延べ人数）
2014年度 142名

2015年度 156名

2016年度 99名

会員制研修機関受講者数

年 度 受講者数（延べ人数）
2014年度 60名

2015年度 49名

2016年度 21名

自己啓発通信教育制度受講者数

年 度 ヤンプロ 海外ビジネス実地研修 海外インターンシップ
2014年度 0名 1名 1名

2015年度 1名 0名 2名

2016年度 1名 0名 0名

グローバル人材育成研修派遣者数

職員とのかかわり 職員とのかかわり

URL▶http://www.iec.ch/members_experts/
ypp/programme/yp_leaders.htm
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労働安全衛生
≫労働安全衛生規程
職員の安全と健康を確保するため、労働安全衛生に関する
規程を定めています。この規程に基づき、安全衛生管理責任
者、安全管理者、衛生管理者、衛生推進者、産業医などを選任
し、管理体制を確立しています。

≫安全衛生委員会
職場における安全衛生の維持・向上を図るため、毎月開催し

ています。

≫安全パトロール
オフィスから試験室まで、不安全箇所がないかどうかを確認

しています。不安全箇所が発見された場合には速やかに改善
し、安全衛生の向上に努めています。

健康管理
≫定期健康診断
年に1回健康診断を実施しています。診断結果は産業医が確

認し、必要に応じて個別指導を行います。

≫産業医による健康相談
職員が利用しやすいよう事業所内で定期的に産業医による
健康相談日を設けています。

≫メンタルヘルス
新規登用組織長を対象に研修を行い、メンタルヘルス不調

の未然防止に向けた職場づくりを推進しています。また、中堅
クラスの主任を対象に、ストレスコントロールとリラクゼー
ションの研修を行っています。

出産・育児・介護の支援
職員が安心して働ける職場づくりを推進するため、次世代育
成支援に取り組み、「仕事と育児の両立」の一層の定着を目指
しています。

≫育児に配慮した制度の運用
•保育所などの入所に合わせた育児休暇終了日の設定が可能
•産前休暇に入る前に、本人・上司・人事担当者の３者面談
の実施

•休暇期間中の自己啓発通信教育制度や会員制研修機関の
利用が可能

•復帰後、子が小学校第１学年の修了になるまで育児短時間
勤務が可能（１日2時間まで）

休 暇
JQAでは、年次有給休暇の付与に加え、さまざまな休暇

や休暇制度があります。以下はその一部です。

≫年次有給休暇の積み立て
失効した年次有給休暇を40日まで積み立てることができ、
加療または介護目的で使用できます。

≫計画休暇制度
期初にあらかじめ年次有給休暇の取得日を上司へ申告で

きる制度です。スムーズな休暇の取得を推進しています。

≫特別休暇
•永年勤続
永年勤続表彰者は、勤続年数に応じた日数の休暇が取得
できます。

•ボランティア
CSR活動の一環として、JQAが認めたボランティア活動

働きやすい職場づくり

≫技術専門職ポストの設置
2012年4月、技術力強化を目的に技術専門職ポストを設

置しました。これにより、期待される成果に見合う処遇をす
ることで技術職のモチベーションアップを図っています。

≫各種委員会への参加
国や業界団体などが主催する419の委員会（2017年7月

6日現在）に、専門知識を有する職員が委員や技術アドバイ
ザーとして参加しています。委員会では各種規格の原案作

成、改正および国際整合性や各種製品に関する調査や認証
制度に関する検討など、幅広い分野で活躍しています。

≫専門知識を有する人材の派遣
ISO規格に基づくマネジメントシステム審査や国際標準
化に関する専門知識を有する人材を任期付職員・派遣調査
員として中央省庁に派遣しています。また、東南アジアの認
証機関や製品評価に関する機関からの専門知識を有する人
材の派遣要望にも幅広く対応しています。

専門知識を有する人材

次世代育成・女性躍進
JQAは、次世代育成支援対策推進法ならびに女性活躍推進

法に基づく一般事業主行動計画を策定し、東京都労働局への
届け出を行いました。今後、この行動計画（2016年4月1日～
2018年3月31日）に基づき各種施策を講じます。

≫次世代育成支援に関する取組計画
•女性労働者の育児休暇取得率を75％以上にする
•所定外労働の削減のため、「ノー残業デー」の推進を継続
する

•計画休暇制度を継続的に活用し、年次有給休暇の取得率
が低い職員の年休取得率の向上を図る

•若年者に対するインターンシップ等を通じ、就業体験機会
を提供する

≫女性の活躍推進に関する取組計画
•女性が活躍できる職場であることを紹介する
•女性職員が新たな職域での活躍を目指すものに対し、 
知識、スキルの習得支援をする

労働組合との関係
労働協約書において労働組合とユニオンショップ協定を
結び、労使協調の下、JQAの発展と組合員の労働条件の維
持向上に努め、労使関係の安定と秩序を図ることを確認し
ています。賃金交渉などでも話し合いを基調として解決を
図っているほか、年2回開催される労使懇談会を通じ、労使
双方の建設的な意見交換を行い、相互の理解と信頼を積み
重ねています。

について、必要日数の休暇を取得できます。環境問題に
対する現地の方々の意識向上や新たな環境施策策定に寄
与することを目的としたボランティア活動「カンボジア・ 
エコツアー」を毎年実施しています。

表彰制度
企業の生産性向上のためには職員のやる気を促し、組織

を活性化させることは最重要事項と考え、そのための人事
制度の中の一つのシステムとして「表彰制度」を設けていま
す。今までも特別な功績を上げた個人およびグループに対
して表彰していましたが、職員のさらなるモチベーション
向上のため、2016年度、特別な功績に限らず、日頃の地道
な努力や果敢な挑戦、または必ずしも職務に直結しないこ
とも対象とした新しい表彰制度をつくりました。

▶38ページ

労働災害の発生状況
年度 業務上災害 通勤災害

2014年度 1件 2件

2015年度 4件 4件

2016年度 4件 2件

年次有給休暇の取得状況
年 度 年次有給休暇取得率

2014年度 59.4％

2015年度 56.9％

2016年度 60.1％

カンボジア・エコツアー参加者数
年 度 参加者数

2014年度 4名

2015年度 5名

2016年度 7名

永年勤続表彰者数
年 度 15年勤続 25年勤続 35年勤続

2014年度 15名 25名 0名

2015年度 18名 25名 4名

2016年度 12名 22名 5名

年 度 技術専門職員数
2014年度 5名

2015年度 6名

2016年度 8名

技術専門職員数

※育児休暇取得後の復職率は100%

2016年度
産前／産後休暇 11件
育児休暇※ 16件
介護休暇 0件

出産・育児・介護休暇の取得状況（2016年度実績）

出産
・
育児

育児時間が有給で取得可能 （1日30分ずつ2回まで取得可能）
子が小学校第１学年の修了になるまで育児短時間勤務可能
（1日2時間まで）
妊娠中の通勤緩和の措置として、1日の所定労働時間を2時間まで
短縮可能（母性健康管理） 
母子健康法における健康診査などのために遅刻・早退する場合、
賃金の減額なし（母性健康管理） 
子が小学校へ入学するまで、所定外労働の免除可能

介護

要介護状態にある対象家族1人につき、通算して（延べ）365日まで
休業可能
年次有給休暇の前々年度繰越分について、医療・介護目的休暇と
して最大40日分取得可能 

法定基準を上回る出産・育児・介護の支援制度
表彰制度

表 彰 表彰名 趣 旨

機構表彰
永年勤続表彰 勤続15年、25年、35年間誠実

に勤務し機構の発展に寄与

功績者表彰 機構業績の拡大に貢献

部門長賞 成否を問わず果敢な取り組みに
対して部門ごとに表彰

事業所長賞 あらゆる事柄に対しての活動を
事業所ごとに表彰

自己啓発表彰 TOEIC Challenge 
Cup

TOEICテストで優秀な成績を
収めた個人およびチーム

職員とのかかわり 職員とのかかわり
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❶ 岩手 ISO東北事務所

❷ 東京

本部
JIS認証事業部
地球環境事業部
認証制度開発普及室
マネジメントシステム部門
安全電磁センター
計量計測センター
関東機械試験所

❸ 神奈川 横浜建材試験室

❹ 山梨 都留電磁環境試験所

❺ 愛知

ISO中部支部
中部試験センター
師勝試験所
名古屋建材試験所

❻ 大阪

ISO関西支部
JIS関西分室
関西試験センター
北関西試験センター
彩都電磁環境試験所

❼ 福岡 ISO九州事務所
九州試験所

国内拠点

●① JQA ASIA （Thailand） Co., Ltd.（タイ）

●② ハノイ駐在員事務所（Representative Office of JQA in Hanoi）（ベトナム）

コンプライアンス リスクマネジメント

コンプライアンスの基本・考え方
JQAでは、「法令順守はもとより、定款、基本理念、機
構諸規程等を順守し、社会人として求められる価値観・倫
理観によって誠実に行動すること」をコンプライアンスと
して定めています。
コンプライアンスの基本は、役職員がコンプライアンス
に則った行動を取るのはもちろんのこと、組織の風通しを
良くすることにより、職制を通じたコンプライアンスにか
かわる提案および問題提起を励行・促進し、絶えず組織
を改善していくことにあると考えています。

コンプライアンス推進体制
≫コンプライアンス対策室
役職員から職制を通じて報告を受けたコンプライアン

スに関する事案については、関係部署と連携を取りながら
調査し、対応を検討します。専務理事、総務・人事などの
部長、法務室長で構成されています。

≫コンプライアンス委員会
コンプライアンス対策室で検討された措置の最終決定
を行います。理事長を委員長として常勤役員で構成され
ています。

≫ JQAコンプライアンス・ホットライン
職制を通じてコンプライアンスにかかわる報告が何らか

の理由で困難な場合の補完的な役割として設置し、早期に
問題を把握して対策を実行する体制を整えています。

コンプライアンス教育
≫階層別研修
新人職員、新任管理職などの階層別研修におけるコン

プライアンス研修を実施しています。

≫コンプライアンス研修
2016年度は、全事業所を訪問し全員を対象にコンプラ

イアンス研修を行いました。

≫コンプライアンス意識向上ツール
•入門！法務道場
日常業務にかかわる法務知識やコンプライアンス事例
をイントラネットで紹介しています。

•各種ハンドブック
日常業務にかかわる法務知識やコンプライアンス事例
を分かりやすくまとめたハンドブックを全職員に配布
するとともに、階層別研修でも活用しています。

危機管理体制
JQAに重大なダメージを与える可能性のある“不測の

事態”が起きた場合、事態にかかわる情報を正確に把握し、
速やかに経営層に伝達し、事実に基づき事態の打開に向
けた対策を講じる体制を整えています。

≫危機管理ガイドライン
第三者からの照会への初動対応手順やJQAが実施した

試験などの結果に関する顧客、あるいは第三者の不適切
なPR事例や関連法令などをまとめたガイドライン。役職
員の危機管理に対する意識向上と適切な対処措置など、
統一した対応を行っています。

事業継続
≫事業継続マニュアル
首都圏直下型地震など大規模地震が発生した際にも、
継続的に事業を実施するための対策として、全事業所で
「事業継続マニュアル」を作成しています。

≫災害対応訓練
事業継続マニュアルの有効性を確認するために、2015
年11月、JQAの全事業所を対象とした災害対応訓練を実
施しました。併せて、災害発生時に職員の安否を確認し、
適切な対応を迅速に行うための安否確認システムを使用
する訓練も実施しました。今後も事業継続に関する問題点
を洗い出し、継続的に改善を図っていきます。

情報セキュリティ
≫情報セキュリティマネジメント
個人情報や顧客情報をはじめとするJQAの情報資産に

関するリスクを適正に管理するために、関連法令とJQA
が定めるさまざまな情報セキュリティに関する規程や手
順書に従って管理しています。また、情報管理が適正に行
われているか、定期的に監査を行っています。

≫情報管理月間の設定
情報管理の重要性について再認識する機会として、毎
年2月と8月に「情報管理月間」を設定しました。日常業務
において常にお客さまの情報の取り扱いについて注意を
していますが、JQA内での注意喚起と意識向上のため実
施しています。

創立60年を迎えた記念すべきこの年に、本報告書を発行することができたことは、ひとえに、お世話になりましたお客さまや
関係者の方々の支えあってのことと、ここに深く御礼申し上げます。

JQAは創立時に「趣意書」を制定して以来、時代の要請に合わせて「基本指針」、「基本方針」と名称を変えながら社会のニーズに
対応した内容で、JQAのあるべき姿を表現してまいりました。表現が変わっても、「趣意書」から一貫していたことは、「事業を遂行
することで社会に貢献する」という精神で、職員は常にこれを念頭に活動してきました。そして2017年4月に制定した「基本理念」
にも受け継がれました。
本報告書は、そのような精神に基づき活動し、お客さまや関係者の方々とともに発展させていただいた「JQAのすべて」を知るきっ

かけになると自負していますので、ご覧になられた皆さまにおかれましては、何卒、ご活用のほどよろしくお願い申し上げます。
今後とも、JQAは全力で邁進してまいりますので、皆さまの忌憚のないご意見、ご要望をいただけましたら幸いです。
なお、本報告書をご覧になり、さらに詳細にお知りになりたい活動がございましたら、JQAホームページ（http://www.jqa.jp）

をご覧ください。

鈴木 宗道　総務部 CSR推進課長

編集後記

名称 一般財団法人　日本品質保証機構

理事長 小林　憲明

本部所在地 東京都千代田区神田須田町1-25

設立年月日 1957年10月28日

事業収入 145億円（2016年度）

役職員数 818名（2017年4月1日現在）

基本情報
収入構成比（2016年度）事業収入
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コンプライアンス／リスクマネジメント ＪＱＡの概要
コンプライアンスとリスクマネジメントの対策を適正に行うことは、社会の信用の維持・向上につながる重要な
事項です。全職員で事業に介在するさまざまなリスクの低減とコンプライアンスの意識向上に取り組んでいきます。
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表紙の絵について
この報告書の表紙は、JQAが主催する JQA地球環境世界児童画コンテストの入賞作品を使用しています。
第18回目を迎えた今回は「みんなの宝物、地球（英題We are sharing our beautiful Earth.）」をテーマに、

過去最多となる96の国・地域から17,763点もの作品が届きました。

http://www.jqa.jp

国内最優秀賞
上野 和海さん

13歳／神奈川県
地球には自然があふれています。でもその自
然を壊すのは人間であり、自然を守るのも人
間です。後世へと美しい地球を伝えるために、
もう一度地球のことを考え直してほしいです。

海外ユニセフ賞
Agatha Ameliaさん

12歳／インドネシア
私たちは他の生き物と一緒に暮らしています。人間
は他の動物や植物に対し、わがままにふるまっては
いけません。人間はすべての生き物を守り、支え、よ
い環境で育つための場所を与えるべきです。私たち
がお互いに分け合い、たくさんの恵みを得られたら、
とても素敵です。だから……いつでも地球に愛を！

国内ユニセフ賞
松尾 碧さん
13歳／福岡県

レンゲ畑は私が小さいころ遊んでいたところで、
思い出のあるところです。将来も、子どもやカエ
ルたちが楽しく遊べるような、レンゲ畑などの
自然が残っていてほしいと思い、描きました。

受賞作品は、本コンテストのホームページに掲載しています。ぜひご覧ください。▶http://www.childrens-drawing.com/


